	トラック運送業（平成29年４～６月期）


荷動きは、前年の横ばいか微増で推移し、営業収入が、前年度を１～２割程度上回って推移している企業もある。しかし、保有車両数に見合った乗務員の確保は困難で、受注に対応できない状況もみられる。設備や人材への投資は、安全性の向上や人材を確保する目的で重視する企業が多く、物流に対する荷主の危機感の高まりを背景に、運賃増や収益環境の改善を期待する先行投資の一環として行われるケースが多い。受注は、今後も安定して推移すると考えられている。
業界の概要

　トラック輸送には、「自家用」（自家貨物を輸送）と「営業用」（他者の貨物を有償で輸送）があり、輸送トン数は、自家用の69％が建設関連であるのに対し、営業用は、消費、生産、建設の各関連貨物を輸送している（それぞれ38.7％、34.5％、26.7％／平成26年度）。本稿では、主に、営業用トラックによる貨物自動車運送事業（以下、トラック運送業）の動向をみていく。
トラック運送業は、貨物自動車運送事業法に基づき「一般貨物自動車運送事業(許可制)」と「特定貨物自動車運送事業(届出制)」に分類され、前者は、「特別積合せ貨物運送(宅配便など、不特定の荷主の貨物を有償で運送)」と「貨物自動車利用運送」の形態が含まれる。後者は、品目ごとに荷主などを限定して輸送する。このほか、軽自動車やオートバイを使用する「貨物軽自動車運送業(届出制)」がある。
事業規制は、平成２年の物流二法（貨物自動車と貨物利用の各運送事業法）の施行により、事業参入、運賃・料金の設定・改定、営業区域などが緩和され、参入業者が増加した。平成15年以降、営業区域規制の撤廃、運賃・料金の事後届出制化、最低車両数の引き下げ（10両から全国一律５両へ）など、経済面の規制緩和が進んだ。26年度の全国の貨物自動車運送事業者数62,637は、ピークである19年の63,122から485減少し、近年は新規参入よりも退出等が上回っている（国土交通省）。一方、過労防止や過積載の禁止、排ガス規制、運行管理者選任の義務付け、貨物自動車運送事業安全性評価事業（Ｇマーク）に基づく安全性優良事業所の認定、荷主等との適正な取引など、安全確保や環境保全を目的とする社会面の規制は強化されている。
業界の規模・大阪の状況
　トラックは、内航海運、鉄道、国内航空の各輸送手段に比べ、末端輸送が可能で運行スケジュールの制約が少ない利便性の高い輸送手段である。通常の経済活動のほか、緊急物資等を輸送する社会インフラとしても重要である。国内貨物総輸送量（平成26年度：4,729百万トン、4,152億トンキロ＝トン数×輸送距離）に占める輸送分担率は、トンベースで91.3％、トンキロベースで50.6％である（国土交通省「交通関連統計資料集」）。国内貨物総輸送量は、９年度の6,536百万トンをピークに減少で推移しているが、トラック運送業の営業収入は漸増傾向がみられ、25年度は、物流市場全体（26兆円：25兆6,636億円）の約６割に相当する15兆6,126億円である（数字でみる物流2015）。
大阪府の道路貨物運送業の事業所と従業者は、平成２年以降増加し、平成21年（5,787事業所、139,253人）をピークに減少したが、26年は再び増加した（5,431事業所、136,992人）。いずれも東京都（6,496事業所、167,521人）に次いで多く、対全国シェアはそれぞれ、7.6％、8.0％である（総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」）。事業所の99.7％が中小企業（従業員300人以下）、90.5％が従業員50人未満の事業所である。27年度の輸送トン数（216,846千トン）と輸送トンキロ（12,856,692千トンキロ）は、営業用で愛知県に次いで大きく、自家用で愛知県、東京都、神奈川県に次いで大きい（国土交通省）。

営業収入は堅調に推移
「2016年の道路貨物運送業者の経営実態調査」によると、2016年の総収入（約20兆760億円／1万6,860社）は、2011年度以降６年連続増収し、ネット通販拡大に伴う小口貨物個数の増加や建設資材の荷動きの活発化の影響が大きい。2013年以降、倒産件数は減少し、2017年は前年同月を下回る数値で推移している（帝国データバンク）。全国の動向と同様、大阪府内の事業者の営業収入は、前年の横ばいか微増で推移し、前年を１～２割程度上回って推移している企業もみられる。４～６月期は通常期であるが、荷動きは前年の横ばいか微増で推移し、宅配をはじめ、多頻度、多品種、少量、短納期の荷物が増え、家電品、金属(製品)、機械、化学薬品、食料工業品、建築資材、イベントレンタル品などの運送も安定して推移している。
大阪府トラック協会の「景況感調査」（平成29年1月～3月期／45社回答）によると、今期の景況感を「ふつう」または「良い」と判断する割合は合計で66.7％あり、営業収入（前年同期比、前期比）は、減少基調よりも「変わらない」または「増加」と判断する割合の合計が高く、堅調に推移していると考えられる。
　収益の確保

数年前に比べると、輸送数量の増加やコスト減の影響により、収益をやや確保しやすくなっている。燃料となる軽油の小売価格は、近年で最も高騰した26年の140.4円／リットル（年平均）から29年は109.0円／リットル（1-7月の平均）に下がり、売上高に占める燃料費の割合が約１割であることから収益への影響は小さい。しかし、人材の確保や労働環境の整備に向けて人件費を見直す事業所では、収益の確保が困難化するケースもみられる。荷物の積み下ろしや手待ち時間などのコストは、これまで運賃に含まれなかったが、契約時に考慮すべきとの方針を国が出したことから、コスト上昇分の運賃への転嫁が今後の課題である。
設備投資を重視
規模の違いや先延ばしのケースもみられるが、事業者の多くは、社会規制への対応や労働環境の改善に向けて、設備投資を重視している。車両の更新、事故防止等の安全性や輸送効率の向上、乗務未経験者の業務支援等の各目的で、車両の調達、ドライブレコーダー、バックアイカメラ、バックアイモニター、速度や位置に関する情報を管理する運行システム、多機能型のカーナビゲーションやデジタルタコグラフなどを搭載する投資が行われている。投資額は数十万円から数千万円規模に及ぶが、必要不可欠と考える事業者も少なくない。１～６月の大中型貨物車の販売台数は前年比106.2％で推移している（日本自動車販売協会連合会）。
人材の確保が困難化
産業人材の不足を受けて、乗務員を中心に、新卒及び中途の採用ともに困難化している。受注に対応するには、保有営業車両数を上回る乗務員を確保する必要があるが、採用は容易ではない。長時間労働や事故を不安視する求職者が多く、仕事に対する理解を深めてもらうため、体験入社や職場環境の改善に取り組む事業者もある。改正道路交通法の成立(27年６月)により、29年より「準中型自動車免許」（２トントラックなど、宅配便やコンビニエンスストアの集配車両などに乗務できる）が導入され、総重量3.5トン以上7.5トン未満の車両の受験資格が普通自動車と同様18歳以上となり高校新卒者を雇用しやすくなったため、若年者や女性の乗務員を確保する意欲が高まっている。また、従業員の定着を図るため、業績に応じて賞与を支給する事業者もあり、待遇を改善する取組みもみられる。
今後の見通し

受注が安定しており、営業収入は、現状維持かやや増加する見通しの企業が多い。しかし、人材不足の影響で、受注増への対応が困難なため、若年者、女性、異業種からの転職者の採用に向けて、業界の取組みに加えて、各社でも「イージードライブ（運転操作の容易化）」に向けた投資や人材育成が進むと考えられる。
（天野　敏昭）
※前回の調査時期は、平成26年７～９月期
表１　道路貨物運送業の事業所数、従業者数の推移
	（大阪府）
(単位:事業所､人)
	道路貨物運送業
	うち一般貨物自動車運送

	
	事業所
	従業者
	事業所
	従業者

	平成
	３
	年
	5,011
	129,112
	4,089
	109,980

	
	13
	
	4,931
	121,402
	3,920
	102,283

	
	16
	
	4,494
	111,722
	3,595
	96,841

	
	18
	
	4,541
	115,671
	3,637
	99,243

	
	21
	
	5,787
	139,253
	5,082
	128,482

	
	24
	
	5,098
	118,410
	4,476
	109,423

	
	26
	
	5,431
	136,992
	4,794
	124,062


資料：総務省統計局『事業所・企業統計調査』、『経済センサス』


表２　大阪府トラック協会の会員・保有営業車両の推移
	(単位：社･店､台､％)
	会員
	前年度比
	保有営業車両
	前年度比

	平成
	２
	年度
	3,325
	102.4
	84,532
	105.0

	
	22
	
	3,501
	98.1
	82,909
	100.0

	
	23
	
	3,450
	98.5
	82,677
	99.7

	
	24
	
	3.424
	99.2
	82,686
	100.0

	
	25
	
	3,393
	99.1
	83,353
	100.8

	
	26
	
	3,394
	100.0
	84,203
	101.0

	
	27
	
	3,430
	101.1
	85,930
	102.1

	
	28
	
	3,474
	101.3
	87,720
	102.1


資料：一般社団法人大阪府トラック協会
表３　国内トラック貨物輸送量の推移
	
	全国（営業用＋自家用）
	大阪府（営業用＋自家用）

	
	輸送トン数

(千トン)
	前年度比
(％)
	輸送トンキロ

(百万トンキロ)
	前年度比
(％)
	輸送トン数

(千トン)
	前年度比
(％)
	輸送トンキロ

(千トンキロ)
	前年度比
(％)

	平成
	2
	年度
	5,984,786
	－
	272,579
	－
	267,874
	－
	14,436,578
	－

	
	20
	
	4,600,752
	95.6
	344,939
	97.6
	179,573
	101.3
	13,624,554
	100.8

	
	21
	
	4,339,538
	94.3
	333,181
	96.6
	178,446
	99.4
	13,759,459
	101.0

	(注１)
	22
	
	4,538,097
	104.6
	246,175
	73.9
	174,878
	98.0
	9,173,376
	66.7

	(注２)
	23
	
	4,557,473
	100.4
	233,956
	95.0
	225,650
	129.0
	12,945,609
	141.1

	
	24
	
	4,365,927
	95.8
	209,956
	89.7
	226,818
	100.5
	13,763,515
	106.3

	
	25
	
	4,345,753
	99.5
	214,092
	102.0
	240,726
	106.1
	14,272,038
	103.7

	
	26
	
	4,315,836
	99.3
	210,008
	98.1
	209,525
	87.0
	13,167,477
	92.3

	
	27
	
	4,289,000
	99.4
	204,316
	97.3
	216,846
	103.5
	12,856,692
	97.6


資料：国土交通省『自動車輸送統計』

（注１）調査方法及び集計方法の変更により、平成22年９月以前と10月以降の公表統計数値との連続性は担保されない。

（注２）平成23年３月及び４月の数値のうち、北海道運輸局及び東北運輸局については参考数値。
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